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● IPAのSNS公式アカウント、
 メールニュースの配信登録はこちら

本誌に記載の製品名、サービス名などは、
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IPAとは
独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、経済産業省所管の政策実施機関です。
デジタル基盤の構築・提供、デジタル人材の育成、
サイバーセキュリティ対策の普及促進などの事業に取り組んでいます。

●  「IPA NEWS」定期送付のお申込み、送付先の変更、
 送付停止は、下記のメールアドレスに
 ご連絡くださいますようお願い致します。
 メール　spd-ipanews@ipa.go.jp 

●  「IPA NEWS」アンケートはこちら

ITパスポート試験（iパス）は、IT社会で働くすべての社会人が備えておくべきITに関する基
礎的な知識が証明できる国家試験です。

正解：問1エ　問2エ　問3ア

目指せ！ 情報処理のエキスパート!!

国家試験に挑戦！　～ITパスポート試験編～

問1 ストラテジ系【令和4年度・問24】

 教師あり学習の事例に関する記述として，最も適切なものはどれか。
 ア　 衣料品を販売するサイトで，利用者が気に入った服の画像を送信すると，画像の特徴から利用者の好みを自動的に

把握し，好みに合った商品を提案する。
 イ　 気温，天候，積雪，風などの条件を与えて，あらかじめ準備しておいたルールベースのプログラムによって，ゲレン

デの状態がスキーに適しているか判断する。
 ウ　 麺類の山からアームを使って一人分を取り，容器に盛り付ける動作の訓練を繰り返したロボットが，弁当の盛り付

けを上手に行う。
 エ　 録音された乳児の泣き声と，泣いている原因から成るデータを収集して入力することによって，乳児が泣いている

原因を泣き声から推測する。

問2 マネジメント系【令和4年度・問44】

 ITサービスマネジメントにおけるインシデント管理の目的として，適切なものはどれか。
 ア　 インシデントの原因を分析し，根本的な原因を解決することによって，インシデントの再発を防止する。
 イ　 サービスに対する全ての変更を一元的に管理することによって，変更に伴う障害発生などのリスクを低減する。
 ウ　 サービスを構成する全ての機器やソフトウェアに関する情報を最新，正確に維持管理する。
 エ　 インシデントによって中断しているサービスを可能な限り迅速に回復する。

問3 テクノロジ系【令和4年度・問68】

 無線LANルータにおいて，外部から持ち込まれた端末用に設けられた，“ゲストポート”や“ゲストSSID”などと呼ばれ
る機能によって実現できることの説明として，適切なものはどれか。

 ア　 端末から内部ネットワークには接続をさせず，インターネットにだけ接続する。
 イ　 端末がマルウェアに感染していないかどうかを検査し，安全が確認された端末だけを接続する。
 ウ　 端末と無線LANルータのボタン操作だけで，端末から無線LANルータへの接続設定ができる。
 エ　 端末のSSIDの設定欄を空欄にしておけば，SSIDが分からなくても無線LANルータに接続できる。

特集 新理事長が語る「Society5.0」と機構の役割 

新生IPA、始動！

「IPA NEWS」はIPAの日々の活動をわかりやすくご紹介する広報誌です。
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Special issue

新理事長が語る「Society 5.0」と機構の役割

新生IPA、始動！

日本の名目GDPは 
GAMAに劣るという現実
近年のデジタル技術の革新はす

さまじく、データ駆動型ビジネスを
ベースとした新たな産業革命が勃
興しているといえます。しかしなが
ら、デジタル化の遅れる日本はこ
れに追随できていません。
日本のデジタル競争力は世界

63ヶ国中29位と過去最低を記録
（IMD｢世界デジタル競争力ランキング

2022｣）。この不振がGDPにも反映
され、欧米や中国、韓国などデジ
タル化の進む国がGDPを右肩上
がりで高めているのに対し、日本
のGDP成長は20年以上低迷の一
途をたどっているのです。いまや
日本の名目GDPは、巨大プラット
フォーマーであるGAMA（Google、

Apple、Meta、Amazon）の合計時価総
額にも及ばないという嘆かわしい
状況です。事態の改善に乗り出さ
なければ、日本の産業競争力は衰
退するばかりです。また、日本が海
外勢のプラットフォームの大口顧
客になっているということでいえ
ば、支出の増大、雇用基盤の弱体
化、データの流出、ひいては国力の
地盤沈下までもが懸念されます。
日本のデジタル競争力の底上げは、
待ったなしで取り組むべき課題と
いえるでしょう。

複数サービスの連携が 
プラットフォーマーの手法

GAMAのようなプラットフォー
マーの強みは、さまざまなパート
ナー企業がデジタル経済圏を築い

て共存共栄する仕組み、すなわち
“デジタルエコシステム”を形成し
ている点です。参加するプレイヤー
がデジタルの力でデータを効率よ
く収集・共有・利活用し、さらにこ
れらワークフローの全体最適を実
現することで複数のサービスを連
携させ、顧客に最大の付加価値を
提供していく。それが今、世界を
席巻するデジタルプラットフォー
マーのビジネスモデルなのです。
翻って、日本ではそうしたエコ

システムがつくられていません。
企業が技術や知見を囲い込む高度
成長期のような風潮が未だ根強く
ありますし、また業界を横断して
特定の企業がリーダーシップを取
ろうとしても公平性や信頼性の面
で障壁が大きく、実現に至らない

といった背景があるからです。つ
まり、企業や団体に連携を働きか
けつつ、全体を見渡せる調整役が
いないということです。

IPAが調整役を担って 
協調領域をデザインする
ここにこそ、IPAの新たな存在意
義があると考えます。世界に肩を
並べるデジタルエコシステムの形
成に向けて、「産業界」「政府・自治
体」「教育・研究機関」の間を取り持
つのは、経済産業省のIT政策実施
機関であり、かつ企業や研究機関
とも関係の深いIPAが適切であろ
うと思います。多彩なスキルや知
見を持つ各界の人材をつなぐ場を
創出し、共通資産としてデータを
共有・活用して、データから社会価
値を創出し再びデータに還元、さ
らなる活用を図るべく、IPAがハブ
となるということです（図表1）。
協調領域をしっかりデザインす

ることで多くの企業が参入しやす
くなり、健全な競争が促され、なお
かつ社会的コストも抑えられます。
日本の企業が力を結集できる形を
整えることで、海外勢に負けない
技術革新がもたらされるのではな
いでしょうか。

この延長線上に実現するのが、政
府が描く未来像である「Society 5.0」
にほかなりません。AIや IoT、ロ
ボットなどを活用してルーチンの
自動化・効率化を図り、人間の創造
性をいっそう拡大する豊かな社会
を多くのキープレイヤーとともに
つくり上げる―。そんなビジョ
ンを掲げ、IPAではデジタル社会の
アーキテクチャを設計する官民連
携の場として、2020年にデジタル
アーキテクチャ・デザインセンター
（DADC）を創設しました。私はその
センター長を務め、理事長となっ
た今も兼務しています。IPAでは同
センターのこれまでの実績や知見
を踏まえつつ、設計したアーキテ
クチャを実装する際に必要な基盤
の構築・運用を担うデジタル基盤
センターをこのたび新設しました。
官と民の中間で相互運用性を担保
する基盤を確立するのが狙いです。

第5期中期計画における 
事業の3つの柱
官民連携で価値を創出する調整
役としてIPAは新たなスタートを切
り、日本のデジタル競争力向上に
邁進していきます。具体的には、第
5期中期計画における事業の3つの

柱を次の通り策定しました。
①デジタル基盤の提供
前述の通り、エコシステムを形
成するには関係各所が広く活用で
きる協調領域の整備が欠かせませ
ん。Society 5.0の実現に向けたアー
キテクチャの設計、インフラの標
準化、データモデルの統合化など、
デジタル化に必要なさまざまな要
素を官民で連携しながら取り揃え、
提供していきます。
②デジタル人材の育成
デジタル化やDX（デジタルトラン

スフォーメーション）を推進するには、
当然ながらデジタル人材を増やす
必要があります。IPAではこれまで
も試験制度の運用等を通じてデジ
タル人材の育成に貢献してきまし
た。今後、人材の育成をいっそう加
速するため、デジタル人材に適し
た評価（アセスメント）も視野に入れ
ていきたいと考えています。
③サイバーセキュリティの確保

Society 5.0は現実空間とサイバー
空間が融合するサイバーフィジカ
ルシステムであるため、サイバー
攻撃が現実社会に与える影響が甚
大となります。従って、サイバーセ
キュリティを遺漏なく確保しなけ
ればなりません。これまでIPAが
取り組んできたサイバーセキュリ
ティは、「不審な動きやインシデン
トなど、何かが起きてからの対処」
が主でした。しかし、今やサイバー
攻撃は地政学リスク、経済安全保
障リスクとして認識されるように
なり、取り組みのパラダイム転換
が世界的に求められています。今
後は、サイバー攻撃の意図を地政
学的な見地から読み取る「サイバー
状況把握力」の強化によって予見
性を高めつつ、これに加えてシス
テムの設計段階から脆弱性をあら
かじめ排除する「セキュリティバイ
デザイン」の発想も問われることで

IPAは今春就任した齊藤裕新理事長のもと、日本のデジタル競争力強化に向け、力強い一
歩を踏み出しています。日本の産業界を取り巻く課題を踏まえ、新たな体制で何を目指す
のか。デジタルエコシステム形成への戦略、Society 5.0が描く未来の社会像、そしてそれ
を実現するためのIPAの役割と第5期中期計画について齊藤新理事長が語ります。
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図表1　IPAが目指すデジタルエコシステムの形
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しょう。状況把握とシステムの両
面からリスクマネジメントを先回
りする視点もこれからの事業に必
要だと考えています。
また、これら3つの柱を実現する
には、IPAの内部にさまざまな知見
や専門性が問われることになりま
す。機構職員自らがデジタル人材
となり、社会に対してその価値を
体現することが重要で、「業務運営
の効率化」も事業に共通の課題と
とらえています（図表2）。

人に寄り添った 
デジタル化を実現
日本は現状では精彩を欠いてい
るものの、優れた技術力や知見、ノ
ウハウの蓄積があります。社会の
至るところに散らばるそうした宝
を横断的に連携してデジタルエコ
システムを築くことで、世界に類を
見ないサイバーフィジカルシステ
ムを編み出すことは決して夢では

ありません。そして、それを海外に
展開すればGAMAのような世界標
準となるプラットフォームを日本
起点でつくることができるのでは
ないでしょうか。
注意したいのは、これからのビ

ジネスで鍵を握るのがデータであ
るということ。GAMAのような巨
大IT企業を日本に1社つくるので
はなく、さまざまな企業や組織が
持つデータをみんなが活用できる
ようにすれば、それだけ強いエコ
システムを生み出すことができま
すし、それは日本の競争力の回復
にもつながることでしょう。
私自身、製造現場のエンジニア

として長く経験を積んできました。
「ジャパン・アズ・ナンバーワン」と
いわれた時代は、ものづくりで世
界トップを目指そうという機運が
現場にみなぎっていたものです。
そうした現場の力が、企業の成長
を牽引する原動力のひとつになっ

ていたことは間違いありません。
サイバーフィジカルシステムで

はデジタルとモノがつながります
から、日本のものづくりの技術が
再び脚光を浴びるはずです。環境
を整えることで日本の競争力のV

字回復を側面から支援し、かつて
のような世界トップを目指せる環
境を次世代のエンジニアに提供し
ていきたいと思っています。世界
で活躍できるエンジニアを増やし、
産業界を活性化することで、今の
日本を覆う閉塞感も取り払われて
いくのではないでしょうか。

Society 5.0は、テクノロジーを活
用して人間中心の社会を実現する
ものです。年齢や住む地域による
情報格差がなくなれば、誰もがい
きいきと暮らせる社会になります
し、さらにデジタル化でルーチン
ワークが自動化されることで、働き
手は個々の持ち味を存分に生かせ
るようにもなるでしょう。
いわば、人に寄り添ったデジタ
ル化を実現すること―。その究
極の目標に向け、私たちIPAはさら
に力を尽くしていきます。
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図表2　第5期中期計画における事業の3つの柱

齊藤理事長がIPAのミッション・ビジョン・バリューとともに、IPAが求める人材像について語った
ウェブ限定記事はこちら… https://www.ipa.go.jp/about/ipanews/ipanews202308.html#specialissue_weblimited

「人に寄り添ったデジタル化を実現するために尽
力したい」と齊藤理事長
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事故対応費用に
約1億円かかった会社も

通販サイトなどECサイトを標的と

したサイバー攻撃が増え、ユーザーの

個人情報やクレジットカード情報を窃

取されたり、クレジットカードを不正

利用されたりする被害が後を絶ちませ

ん。国内発行クレジットカードにおけ

る年間不正利用被害総額は、2016年

が142億円だったのに比べ、2022年

は約436億円へと3倍以上に達してい

ます（日本クレジット協会調べ）。

被害の大半を占めるのは、中小企業

が独自に構築したサイトです。「売上

が少ないので狙われるはずがない」と

いう思い込みが、危機意識の低下につ

ながっているとみられます。そして、

それが構築プログラムのアップデート

を怠る、単純なID・パスワードを設定

する、開発・運用の委託先とのセキュ

リティ契約に不備が生じるなど、EC

サイトの脆弱性が放置される結果と

なっているのです。

しかし、ひとたび事故や被害が発

生すると、サイト閉鎖に伴う売上の

減少、信用の失墜、原因調査や補償と

いった事故対応費用の支出など、甚大

な損失を生みかねません。実際、被害

に遭ってECサイトを閉鎖した場合の

売上高の平均損失額は約5,700万円。

事故対応費用の平均額は約2,400万円

（いずれも1社あたり）にも上ります。中に

は事故対応費用に約1億円かかった会

社もあり、事前のセキュリティ対策の

重要性がうかがえます。

“初めの一歩”として
役立つガイドライン

顧客やカード会社からの指摘で初

めて被害に気づき、それまで数年にわ

たって情報を抜き取られていたこと

が明らかになったケースもあります。

「自社のECサイトもすでに攻撃を受け

ているかもしれない」という緊張感を

もって早急に対策をとりましょう。

IPAではECサイト構築・運用時の

セキュリティ対策をまとめた「ECサ

イト構築・運用セキュリティガイドラ

イン」を2023年3月に公開しました。

ECサイトを持つ中小企業への調査を

踏まえつつ、専門家の知見もふんだん

に盛り込んで、ECサイト構築・運用時

に必要なセキュリティ対策をわかりや

すく解説。「経営者編」と「実践編」か

ら成る構成で、最低限取り組むべきセ

キュリティ対策を示しており、全社で

の取り組みの“初めの一歩”を踏み出

す際に役立ちます。

ECサイトを新規で立ち上げる事業

者やECサイトを運営している事業者

の経営者、実務担当者はぜひ活用して

ください。具体的なセキュリティ対策

の一部を図に示しました。

また、必要な対策の全項目および

「ECサイト構築・運用セキュリティガ

イドライン」は下記のリンクから参照

できます。経営者と担当者で一緒に

チェックを行い、安心・安全なECサイ

トの構築、運用にチーム一丸となって

取り組みましょう。

IPAのガイドラインで始める！
ECサイトのセキュリティ対策
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中小企業の自社開発サイトに被害が多数発生
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ECサイト構築＆運用時におけるセキュリティ対策要件（抜粋）

対策のポイント

「自分たちは大丈夫」
という慢心は禁物！1
サイバー攻撃は
重大な経営リスクと認識する。2
対策を徹底し、ECサイトの
脆弱性を放置しない。3
ガイドラインを活用し、
全社レベルの取り組みに。4※いずれの項目も、自社で対応困難な場合は外部委託先の活用により対策を実施する。

● 対策の全項目を見たい方は… https://www.ipa.go.jp/about/ipanews/ipanews202308.html#security_weblimited
● ガイドラインを見たい方は… https://www.ipa.go.jp/security/guide/vuln/guideforecsite.html

〈構築時〉□ �サーバ及び管理端末等で利用しているソフトウェアを 
セキュリティパッチ等により最新の状態にする。

□ �サイト利用者情報の登録時及びパスワード入力時における、 
不正ログイン対策を実施する。

□ �管理者画面や管理用ソフトウェアへ接続する端末を制限する。

〈運用時〉□ �ECサイトへの脆弱性診断を定期的及びカスタマイズを 
行った際に行い、見つかった脆弱性を対策する。

□ �システムの定期的なバックアップの取得及びアクセスログの 
定期的な確認を行い不正アクセス等があれば 
アクセスの制限等の対策を実施する。
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Just Information

重要インフラ業界の事故原因究明調査のための施設を開設

産業用制御システム向け侵入検知製品等の導入手引書を公開

「未踏ターゲット事業」に新たなターゲット分野を追加

制御システムのセキュリティ演習プログラムを開催！

【責任者向け】 【実務者向け】

業界別サイバーレジリエンス強化演習
（CyberREX）

制御システム向けサイバーセキュリティ演習
（CyberSTIX）

サイバー攻撃を受けた際の被害を最小化し、素早いリカバリーを
行うための対応力・回復力である「サイバーレジリエンス」を強化
し、組織全体のセキュリティレベルの向上を目指す2日間のプログ
ラムです。各業界の特性を踏まえたインシデント対応演習で、攻撃
検知から一次対応、回復までの一連の流れに関する知識・ノウハウ
を習得できます。

産業用制御システムを狙ったサイバー攻撃とその攻撃への対処方
法を学習する2日間のプログラム。制御システムへのサイバー攻撃
と攻撃によるオペレーションの混乱を体験しながら、攻撃の分析
や防御手法などについて学んでいきます。模擬システムを用いた
ハンズオン演習で、現場でも役立つ実践的な対応スキルを習得で
きます。

開催日： 2023年9月21日（木）・22日（金）
対象： 石油、素材、化学、製薬、金属、鉄鋼、電力、ガス、ビル、 

医療業界のCISO相当やマネジメント層の方
会場： IPA（秋葉原UDX：東京都千代田区）
申込み期限：2023年8月25日（金）

開催日： 2023年9月25日（月）・26日（火）
対象： 制御システムのサイバーセキュリティ担当者
会場： IPA（東京都文京区）
申込み期限： 2023年8月25日（金）

Hot 　New Topics&
IPAの最新情報をまとめてお届け！

近年、重要インフラや社会基盤を狙ったサイバー
攻撃が、国内のライフラインなどに被害を及ぼす事案
が増えています。こうした中、日本では2022年6月
に高圧ガス保安法等が改正され、電力、ガス、高圧ガ
ス分野のプラントなどで重大な事故等が発生した場
合にサイバーセキュリティの観点から原因究明の調
査を行うことが規定されました。この調査事業を担う
IPAでは、本法案の施行（2023年12月頃）に向けた体制
整備の一環として新施設を立ち上げました。欧米各国
ではサイバーセキュリティに関する事故調査の法整
備が進む一方、日本では対応の遅れが課題となって
います。国内初のサイバーセキュリティに関する調査
機関としてIPAが機能し、事故原因が明らかになるこ
とで重要インフラ業界におけるサイバーリスクへの
対応方針の検討やガイドラインの策定などが可能に
なり、防護力の向上につながることが期待されます。

先進分野のIT人材を発掘・育成する「未踏ター
ゲット事業」は、2018年度の事業開始以降、「量子コ
ンピューティング技術を活用したソフトウェア開発」
をターゲット分野に据えてプロジェクトを募集し、そ
の支援によってIT人材の育成に寄与してきました。
今年度からは「リザバーコンピューティング技術を
活用したソフトウェア開発」を新たに加え、先進分野
の人材育成を推進します。リザバーコンピューティ
ングは時系列情報処理に適した機械学習の枠組みの
ひとつで、少量のデータでの高速学習が可能な技術
として研究開発の進展が期待される分野です。IPA
では採択したプロジェクトに対して今年10月から約
5ヶ月間のサポートを行う予定です。

近年、重要インフラや工場の製造ラインなどを支
える産業用制御システムでもインターネットの活用
が進み、これによってサイバー攻撃の被害を受ける
リスクが高まっています。これらのリスクへの有効
な対策のひとつが、産業用制御システムや制御ネッ
トワークへの不正侵入を検知する製品等の活用で
す。本手引きは、産業用制御システムを有する企業
のシステム運用者や管理者などを対象に、産業用制
御システム向け侵入検知製品等の導入や運用の方法
を解説したもので、製品タイプの類型的な特長や導
入の各フェーズにおける検討のポイント、有効な運
用方法などを紹介しています。初めて製品を活用す
る場合でも製品の選定や導入・運用を円滑に進める
ことができます。

https://www.ipa.go.jp/pressrelease/2023/press20230703.html

https://www.ipa.go.jp/security/controlsystem/icsidshandbook.html
https://www.ipa.go.jp/jinzai/ics/short-pgm/cyberrex/2023-2.html https://www.ipa.go.jp/jinzai/ics/short-pgm/cyberstix/2023-2.html

●  リザバーコンピューティング技術を活用した 
ソフトウェア開発

● 導入目的の明確化
● 目的を達成するための取り組み方針の決定
● 製品等への投資判断

● 現状の把握
● 最適な構築・運用方針の検討
● 製品等の選定
● 製品等の設置

● 体制の整備
● 機能検証
● 検知ポリシーの設定・チューニング
● （必要に応じて）カスタマイズ

● アラート・ログの監視と脅威の検出・判定
● 検出された脅威への対処
● 経営層への報告

第1章 手引き作成の背景と目的
第2章 侵入検知製品等の基本事項
第3章 侵入検知製品等の導入の進め方
第4章 侵入検知製品等の導入後の留意点
付録 本手引きで用いている主な用語の説明

●  本手引きの全体構成

●  侵入検知製品等を使う際の導入検討から本格運用まで

公募・審査：2023年7月上旬～9月上旬
採択：2023年9月下旬～10月上旬
サポート内容： 
● PMによる技術的なアドバイスや助言 
● 開発資金（上限200万円）の提供

制御システムを有する企業の皆さまを対象にした2つの演習プログラムを開催します。いずれもグループワークを中心とした構成で、
制御システムを狙うサイバー攻撃への対応スキルを習得することができます。また、参加者同士のコミュニケーションから他業界や他
社とのつながりを深め、新たな視点での知見を得ることもできます。両プログラムは情報処理安全確保支援士の実践講習としても参加
いただけますので、ぜひお申込みください。

6月に開催された関係
者向け施設見学会

❶
導入検討フェーズ

❷
構築フェーズ

❸
試験運用フェーズ

❹
本格運用フェーズ

【ニューラルネットワークリザバーに関する対象領域例】
● モデル・アーキテクチャの高性能化・高効率化に関する開発・性能評価
 （例：他の機械学習モデルや脳情報処理の仕組みを活用するもの）
● アプリケーションに適した学習アルゴリズムの開発・性能評価
 （例：予測、分類、異常検知、制御）

【物理リザバーに関する対象領域例】
● 自然・物理現象を用いたリザバーの開発・性能評価
 （すでにリザバーとして機能しうる物理系の準備があることが望ましい）
● 自然・物理現象を用いたリザバーのシミュレータ開発・性能評価

募集プロジェクトの要件（一部抜粋）
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